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研究成果の概要（和文）：工業団地だけでなく、都市圏においても豊富な未利用熱を賦存している。しかし、現
状では排熱の需給分布や温度条件等地理空間情報が不足な一方、熱導管の初期投資やリスク分担等を含む制度づ
くりも遅れることで、欧米諸国や韓国に比べて日本では熱交換事業の進捗が非常に遅い。本研究は東京都市圏を
対象に、産業排熱を中心とした熱需要分布を地図上に見える化した上で、導管ネットワークの設計、熱輸送計
算、需給マッチングプロセスと経済環境性評価モデルを統合し、都市圏の広域に熱交換事業のポテンシャルをな
るべく現実的に評価した。それに、情報公開制度、ビジネスモデル及び投融資政策等を含め、最適な制度づくり
の提案を試みた。

研究成果の概要（英文）：Not only in the industrial parks, but also there are various unused heat 
sources in metropolitan areas. However, currently data are lacked in terms of heat demand/supply 
distribution and temperature conditions, meanwhile policy making for initial investment and risk 
sharing in Japan is very late comparing to European countries and America. Thus, heat exchange 
projects are far away from popularization in Japan. This study uses Tokyo Metropolitan Area as a 
case area, firstly visualizes the heat demand and supply distribution focusing on industrial unused 
heat, then integrates models including heat transmission network design, hydraulic analysis, 
demand/supply matching, environmental and economic assessment into a framework, to search the 
opportunities of utilizing unused heat and simulate realistically. According to the simulation, this
 study also discusses making appropriate policy packages such as open data, business model, and 
investment management to support heat exchange projects. 

研究分野：土木環境システム工学
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令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
工業団地を中心に排熱の利活用を検討する既往研究が多かったが、都市圏の広域を対象とした現実的にポテンシ
ャルの推計と政策影響の評価を包括的に行ったことが少ない。本研究は精確な施設立地データを用い、地理情報
システムに基づいた需給マッチングと環境経済影響評価モデルを統合したことで、ネットワークの設計まで精度
高く排熱交換の可能性を評価し、地図上に見える化できた。この成果は並行している東京都市圏内のスマートヒ
ートサプライ事業の展開に参考を提供し、国が検討中の排熱発生状況と熱利用量の年度報告制度を支持してい
る。また、開発された統合モデルは各国に共通で、論文公開により世界中の排熱交換事業の推進に貢献する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。
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１．研究開始当初の背景 
日本に消費されているエネルギーでは、最終的に半分以上が未利用熱の形で逸失してしまっ
た。この未利用熱を利活用できれば、エネルギー供給の物理的効率や経済的利益を向上する同時
に、化石燃料の使用がもたらした CO2排出量の削減効果も大きい。排熱交換はもっとも一般的
な利活用法として、デンマークのカルンボーエコタウン、韓国のウルサンエコタウン、日本の川
崎エコタウンなどすでに多くの熱交換事業が成功したが、ほとんどが工業団地内の地理的範囲
に限られ、巨大な都市圏において広域的熱交換を行う事例がまだ少ない。ここで、広域熱交換事
業の推進を阻害する主な原因は、排熱発生量と品質及び熱需要量の情報の不足、人口密集地に導
管コストの割高、時間的に熱需給スケジュール調整の困難、投融資の政策優遇の少ない等が挙げ
られる。一体、都市圏においては、どれほど排熱が利活用可能か、そして排熱を最大限に利活用
するために、どのような制度づくりが望ましいか、現実的に評価しなければならない。 
本研究では、東京都市圏を対象に、現在入手できる精度の最も高い工場立地データとエネルギ
ー調査結果を用い、なるべく現実的に排熱交換事業の導入ポテンシャル及び政策的影響を評価
できる、統合的な需給マッチングモデルの開発を行った。 
 
 
２．研究の目的 
本研究の目的は、東京都市圏の広域に立地している火力発電所、焼却施設、大規模な製造工場、
地域熱供給事業等の立地情報を収集し、潜在的な需給マッチングパートナーの間に物理・経済・
環境の 3 方面共に成立できる熱供給事業を選別することで、排熱利用を中心とした広域熱交換
ネットワークの設計を行う。それに、熱のキャスケット利用法、情報公開制度、投融資政策等の
導入が熱交換事業の全体に与えられる影響を追加のシナリオ分析で究明する。分析結果は、広域
熱交換事業を推進するための最適な政策パッケージの設計に根拠を提供できる。 
 
 
３．研究の方法 
なるべく現実的、かつ自動的に広域熱交換ネットワークを設計するために、図１が示している
ように、本研究は１）産業施設等の立地情報に基づき、空間分析ツールによって熱源（Origin）
と需要先（Destination）をマッチングするマトリックスを作成し、距離を測る；２）蒸気・温
水での熱輸送モデルを開発し、マトリックスの中に熱供給が物理的に成立する熱供給事業の候
補を抽出する；３）熱供給の環境性、経済性、投資回収年数等を事業成立条件として、熱供給事
業の候補をさらに絞る；４）熱のキャスケット利用、情報公開制度、投融資政策等への配慮を事
業マッチングプロセスに反映し、優先度の高い事業候補から低い順で、実施可能な熱供給事業を
最終的に選出する。 

図１ 施設立地情報に基づいた熱需給マッチングのプロセス設計 
 
 
４．研究成果 
１）排熱発生状況と熱需要分布 
東京都市圏（一都三県）において、23カ所の火力発電所、約 300 カ所の大規模製造工場、168
カ所の焼却施設及び 77 カ所の地域熱供給に対して排熱発生量と熱需要を推計した結果、年間排
熱発生量が 300PJ 程度で、年間熱需要量の 200PJ より上回っている。空間上、半分以上の熱需要



は東京湾岸部の工業団地に集中しており、郊外では窯業製造業は熱需要が大きいと分かった。 
 
２）広域熱交換事業の導入ポテンシャル 
約 70000 個の潜在的熱需給パートナーにおいて、熱のキャスケット利用を考慮して物理面・経
済面・環境面ともに成立条件に満たせる潜在的熱交換事業を選び出した結果、図３の Scenario 
3 が示しているように、133 個の熱交換パートナーが選出され、約 110PJ の排熱が利活用できる
見込み。具体的に、都市計画のゾーニングの影響で、工場排熱は距離減衰より地域熱供給への供
給が不可能である一方、焼却施設から地域熱供給への熱供給もポテンシャルが相対的に低く、投
資回収年数が長いことが明らかにした。最もポテンシャルの大きく、期待される熱交換事業は焼
却施設から工場への熱供給であり、半分以上は投資回収年数を 10 年以内に抑えることが可能だ
と分かった。 
 
３）広域熱交換事業を推進するための制度づくり 
 工場立地と熱需給に関する情報開示、投融資の限度額、投資回収年数への選好等配慮をシナリ
オ分析に入れた結果、図２が示しているように、工場立地情報及び熱需給量の開示制度が最も影
響の大きい支援策である。重要情報が開示されれば、地域全体の熱交換ネットワークの最適化に
より、距離が長いが、投資回収年数の短い事業が発見されたことで、事業性のある熱交換パート
ナーは 77 個から 130 個以上に増え、利活用される排熱も 40PJ から 110PJ まで増加できる
（Scenario 1 対 Scenario 2,3）。一方、初期投資額を制限せず、投資回収年数の少ない事業を優
先に実施すれば、事業性のある熱交換パートナーの数が減るが、排熱の利活用可能量と CO2排出
の削減量が少し増える同時に、平均投資回収年数が短くなる（Scenario 2 対 Scenario 3）。ここ
で、仮に 5兆円の公共融資を、投資回収年数の少ない事業の導管コストに使い切れれば、約 1年
程度で投資が回収される（事業申請、導管設計、工事期間、人口密集地の導管コスト増などを考
慮すれば、投資回収年数が増える）。 
 

 
図２ 事業支援制度づくりに関するシナリオ分析の結果 

 
注：排熱発生量と熱需要分布は推計値であり、推計方法により需給マッチングの最終結果が異な
ることがある。 
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